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説明資料

地方の創生（地域と関わる「関係人口」
の創出拡大等）

総務省
・「地域経済循環の創造」の推進に要する経費（0015）のうち関係人口創出・拡大事業
・圏域における広域連携の推進等に要する経費（0008）



○ 地域づくりの担い手をどうやって増やしていくか → 「関係人口」

【関係人口創出・拡大事業】

地域外の者が関係人口として、地域と継続的なつながりを持つ機会・きっかけの提供に取り組む地方公共団体を支
援するモデル事業

事業期間：平成30年度～（終了予定なし） 委託事業 （10/10）

○ 人口減少社会において、いかに行政サービスを維持していくか → 「広域連携」

【新たな広域連携促進事業】
多様な広域連携の推進について、他団体のモデルとなりうる地方公共団体の先駆的な取組を実施する委託事業

事業期間：平成26年度～（終了予定なし） 委託事業 （10/10） （単位：百万円）

H28 H29 H30 H31 R２要求

予算額 128 127 126 204 202

実績 94.5 49 42.6 ― ―

執行率 74％ 39％ 34％ ― ―

H30 H31 R２要求

予算額 249 509 810

実績 200 － －

執行率 81％ － －

１（出典）総務省資料、レビューシート

（単位：百万円）



２

Ａ市 Ｂ市 Ｃ市補助あり 補助なし 補助なし

● モデル事業は、本来、新規性がありリスクのある取組を国が支援し、終期を定め案件数を
限って実施し、その結果やノウハウ等を他に共有することで、同様の取組が自治体の財源の
みで実施されることをめざすもの。

● 水平展開はできているか？同時期に同様のモデル事業が実施されていないか？

ツアー
ツアー ツアー

○現地ツアー・体験ツアーの事例
・志布志市（鹿児島県）【H31】・・・志布志市体験ツアー
・長岡市（新潟県）【H31】・・・現地での「長岡ツアー」
・三木町（香川県）【H31】・・・体験ツアー
・住田町（岩手県）【H30】・・・「すみた現地ツアー」
・うきは市（福岡県）【H30】・・・（市出身者を対象とした）「現地ツアー」

＜関係人口創出・拡大事業での取組＞

類似の案件を多数実施。また、そもそもこうした地方の一
般的な広報事業を国費で行うべきなのか。

（出典）総務省資料



新たな広域連携事業の採択事例（H30年度） 新潟市

地域公共交通の計画策定は、
国土交通省の「地域公共交
通調査等事業」が１/２補助
を行っている。
新たな広域連携事業で全額
国費の支援が妥当か？

３（出典）総務省資料、国土交通省資料



インプット
(資源)

アクティビティ
(活動)

アウトプット
(活動目標)

アウトカム
(成果目標)

インパクト
(社会への影響)

計画した活動は実施
できたか？そのために、
予算等の必要な資源
は利用されたか？

活動目標は達成され
たか？そのために、策
定された活動計画は
合理的であったか？

事業の成果目標は達
成されたか？そのため
に、実施された活動は
効果的・効率的で

あったか？

国民・社会に意図し
た変化は生じたか？
そのために、事業の成
果目標の達成は寄与

したか？

効
果
検
証

ロジックモデル（イメージ例）と評価方法

（出所）行革事務局作成

参考

予算等を投入すれば、
計画した活動の実施
が可能となる。

計画した活動が実施
できれば、一定の行
政サービスが実施可

能となる。

その行政サービスが実
施できれば、行政サー
ビス対象者が利益を

得られる。

行政サービス対象者
が利益を得られれば、
国民・社会に変化が

起きる。

事
業
設
計

因果関係を説明できるエビデンスはあるか？
そのエビデンスの精度・評価方法は適切か？

４
・事業の進捗状況が把握可能なアウトカムが設定されているか。
・アウトカム・アウトプットが設定されているか。

インパクトはア
ウトカムを達成
することにより
実現可能か。

インパクトに定
量的な指標が
設定されている
か。



主な論点

● モデル事業の成果として、横展開の状況は把握されているのか。

● 全額国費で実施する必要性があるのか。自治体に応分の負担を
求めるべきではないか。

● 具体的なアウトカム・アウトプット目標を設定し、出口を明確
にして事業を実施しているのか。

５


